
発刊にあたって

日本の地域社会はいま、外からのグローバリゼーション、内側からの少子高齢化の進行

のなかで、ある意味危機的状況にあるといえます。21世紀の成熟社会にあって、持続可能

な地域社会をより確かなものにしていくには、住民・NPOと企業、そして行政の三者が協

働・連携して共通の社会的公共活動の基盤を造り、行政に集中してきた公共活動を地域社

会全体で担うかたちに社会システム全体を転換させることが急がれています。しかし、そ

れはどのようにして実現できるのでしょうか。またその変革を支える地域社会が求める人

材は、誰がどのように育て磨きあげるのでしょうか。

龍谷大学ではこのような時代的要請に応えて、大学院において職業的教育と研究を内容

とする「NPO・地方行政研究コース」を2003年度に開設しました。このコースでは地域社

会が求める新たな人材像を、NPOと地方行政の双方で協働型社会づくりの指導的役割を果

たすことができる「地域公共人材」と定義しています。そのような人材像に対応してこの

コースでは、一般の学部卒業生と社会人を受け入れるだけでなく、大学と個別の「地域連

携協定」を結んだ地方自治体とNPOから推薦によって一定数の現職の職員を授業料全額免

除で受け入れ、夜間と土曜日中心の講義の受講によって１年間で修士号を認定する制度を

設置して、地方自治体とNPOが共通の意識や資質を持つことができるような場を造ってい

ます。

本書は、龍谷大学大学院のNPO・地方行政研究コースにおける特色ある講義科目である

「地域リーダーシップ研究」（全国の先端的自治体の首長やNPOの代表による講演と討議）

と「先進的地域政策研究」（全国の先進的政策を進めている自治体・NPOの責任者からそ

の内容について具体的講演を受け討議する）の2005年度の公開講演、シンポジウムから編

集し、収録したものです。なお、通巻３号である本書の標題を今号から「分権型社会を拓

く自治体の試みとNPOの多様な挑戦」に変更しましたが、刊行の趣旨は変わっていませ

ん。

本書が分権時代の市民自治と地域マネジメントの資料として活用されることを祈念する

ものです。

NPO・地方行政研究コース　運営委員長

赤松　徹真
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